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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

  

(注) １ 当社は中間連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移については記載してお

りません。 

２ 持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社の重要性が乏しいため記載を省略しております。 

３ 潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

４ 従業員数は就業人員数を表示しております。 

５ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

  

回次 第65期中 第66期中 第67期中 第65期 第66期 

会計期間 

自 平成16年 
  ４月１日 
至 平成16年 
  ９月30日 

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日 

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ９月30日 

自 平成16年 
  ４月１日 
至 平成17年 
  ３月31日 

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ３月31日 

売上高 (千円) 10,400,943 11,469,837 11,803,409 22,087,383 23,811,282

経常利益 (千円) 974,744 1,045,414 1,067,461 2,069,867 2,115,650

中間(当期)純利益 (千円) 800,817 631,600 661,193 1,428,328 1,262,046

持分法を適用した場合の 
投資利益 

(千円) ― ― ― ― ―

資本金 (千円) 1,160,655 1,160,655 1,160,655 1,160,655 1,160,655

発行済株式総数 (株) 8,832,311 8,832,311 8,832,311 8,832,311 8,832,311

純資産額 (千円) 11,068,501 12,456,946 13,852,347 11,781,030 13,003,997

総資産額 (千円) 14,586,093 16,127,256 17,634,488 15,188,892 16,729,442

１株当たり純資産額 (円) 1,256.74 1,417.36 1,576.79 1,337.67 1,478.83

１株当たり中間 
(当期)純利益 

(円) 90.92 71.83 75.26 160.60 142.25

潜在株式調整後１株当 
たり中間(当期)純利益 

(円) ― ― ― ― ―

１株当たり配当額 (円) 9.00 10.00 10.00 20.00 20.00

自己資本比率 (％) 75.9 77.2 78.6 77.6 77.7

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) 722,738 1,105,622 728,337 1,726,042 2,197,700

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) △816,438 △687,119 △690,094 △1,650,817 △1,581,014

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) △95,018 △107,912 △88,528 △188,780 △202,548

現金及び現金同等物 
の中間期末(期末)残高 

(千円) 1,405,947 1,791,701 1,844,963 1,481,111 1,895,248

従業員数 (名) 311 292 300 292 283



２ 【事業の内容】 

当中間会計期間において、当社及び当社の関係会社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。 

  

３ 【関係会社の状況】 

前事業年度まで、その他の関係会社でありました東洋水産株式会社は、当社株式を追加取得したため、財務諸表等

規則第８条第４項の規定により当中間会計期間において当社の親会社となりました。 

  

４ 【従業員の状況】 

(1) 提出会社の状況 

平成18年９月30日現在 

(注) 従業員数は就業人員数であります。 

  

(2) 労働組合の状況 

労働組合は、昭和58年８月に解散し、現在はありません。 

  

従業員数(名) 300 



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当中間会計期間におけるわが国の経済は、原油価格の高騰などで景気の不透明感が一部に残っていたものの、企
業の堅調な設備投資を背景とした雇用、所得環境の改善により、個人消費にも明るさが見られるなど、景気は堅調
な回復傾向が続きました。 
食品業界におきましては、原油価格の高騰による原材料の値上がりなどがありましたが、国内の消費者物価は横
ばいで推移しております。また、個人消費は緩やかな増加傾向から、天候要因などで伸びは鈍化しております。 
このような状況の中で、当社は、主に粉粒体食品「造粒製造設備」に設備投資を行い、新規取引先の獲得を目指
し、これまで進めてきた提案型営業を強化し、売上拡大に取り組んでまいりました。また、即席麺は天候不順にも
かかわらずノンフライカップ麺「麺づくり」は着実に売上を伸ばすことができました。 
これらの結果により、当中間会計期間の売上高は11,803百万円(前年同期比2.9％増)となり、営業利益は1,013百
万円(前年同期比1.0％増)、経常利益は1,067百万円(前年同期比2.1％増)、中間純利益は661百万円(前年同期比
4.7％増)となりました。 
  
事業部門別の業績は次のとおりであります。 
  
（液体調味食品部門） 
液体調味食品においては主力のうなぎのたれが、依然合成抗菌剤の問題が尾を引き、中国での蒲焼きの加工が一
部しか再開できず、うなぎのたれの売上が減少しました。一方、東洋水産㈱向け液体スープが堅調に推移し、売上
に寄与しましたが、売上高は前年中間期に対して1.6％減の1,881百万円となりました。 
（粉粒体食品部門） 
粉体調味食品は「造粒製造設備」に積極的に設備投資を実施した結果、「造粒製造設備」を使用した顆粒製品は
順調に受託でき、また、東洋水産㈱向け市販用粉末スープも売上を伸ばすことができました。 
また、機能性食品は、前期不振であった発芽玄米の売上が回復し、低カロリーカップスープ製品などの売上減を
カバーし、粉粒体食品の売上高は前年中間期に対して19.8％増の2,143百万円となりました。 
（チルド食品部門） 
チルド食品につきましては、夏場の「冷やし生ラーメン」が天候不順にもかかわらず順調に売上を伸ばすことが
できました。「うどん」がアイテムの絞り込みなどで全体的に低調でした。また、主力の「３食焼きそば」も売上
が伸び悩みました。 
一方、半生麺は、前期に「復刻版」シリーズを受託しましたが、生産の集約化のため受託がなくなり、売上が減
少しました。その結果、売上高は前年中間期に対して8.1％減の1,716百万円となりました。 
（即席麺部門） 
即席麺は、大型ノンフライカップ麺「ＴＡＫＵＭＩ」のリニューアルや大型ノンフライ麺の各種新製品の発表に
支えられ前年に比べ売上を伸ばすことができました。また、「麺づくり」も堅調に売上を伸ばすことができ、鳥取
工場での「即席ワンタン」も堅調に売上を計上できた結果、売上高は前年中間期に対して3.9％増の4,639百万円と
なりました。 
（冷凍魚ほか部門） 
冷凍魚ほか部門では、水産加工品は無理な売上を追求しておりませんが、堅調に推移しました。その他粉末醤油
なども順調に売上を計上でき、売上高は前年中間期に対して0.7％減の1,391百万円となりました。 
（倉庫収入部門） 
倉庫収入につきましては、売上高は前年中間期に対して6.5％減の30百万円となりました。 
  
  

  



(2) キャッシュ・フローの状況 

当中間会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、前事業年度末に比べ50百万円減少し
て、1,844百万円となりました。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

当中間会計期間において営業活動により得られた資金は、728百万円で前年同期と比べ377百万円（34.1％）の減
少となりました。主な要因は、税引前中間純利益1,094百万円及び減価償却費373百万円による資金の増加と法人税
等の支払額482百万円による資金の減少等であります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

当中間会計期間において投資活動により使用した資金は、690百万円で前年同期と比べ2百万円（0.4％）の支出増
となりました。なお、投資活動による主な支出は、貸付による支出及び有形固定資産の取得等による支出でありま
す。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

当中間会計期間において財務活動の結果使用した資金は、88百万円で前年同期と比べ19百万円（18.0％）の支出
減となりました。なお、財務活動による主な支出は、配当金の支払等によるものであります。 
  
  
  
  
  



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

当中間会計期間における生産実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。 

  

(注) １ 生産金額は販売価格により算出してあります。 

    (算式)  売上高÷売上数量×生産数量 

２ 生産実績には、見本品等を含んでおります。 

３ 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(2) 商品仕入実績 

  

(注) １ 金額は仕入価額によっております。 

２ 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(3) 受注状況 

当社は、液体調味食品及び粉粒体食品については見込み生産であり、粉粒体食品の一部、チルド食品及び即席麺

については東洋水産㈱からの受託製造であります。 

  

事業部門 生産金額(千円) 前年同期比増減(％) 

液体調味食品 1,859,217 △3.5 

粉粒体食品 2,224,138 24.1 

チルド食品 1,716,292 △8.2 

即席麺 4,640,153 4.0 

合計 10,439,801 3.9 

事業部門 金額(千円) 前年同期比増減(％) 

冷凍魚ほか 1,317,825 △17.6 



(4) 販売実績 

当中間会計期間における販売実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。 

  

(注) １ 主な相手先別の販売実績及び総販売実績に対する割合は次のとおりであります。 

  

２ 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

事業部門 販売金額(千円) 前年同期比増減(％) 

製品 

液体調味食品 1,881,498 △1.6 

粉粒体食品 2,143,984 19.8 

チルド食品 1,716,416 △8.1 

即席麺 4,639,197 3.9 

小計 10,381,096 3.4 

商品 冷凍魚ほか 1,391,834 △0.7 

小計 1,391,834 △0.7 

倉庫収入 30,479 △6.5 

小計 30,479 △6.5 

合計 11,803,409 2.9 

相手先名 
前中間会計期間 当中間会計期間 

販売金額(千円) 割合(％) 販売金額(千円) 割合(％) 

東洋水産㈱ 8,533,569 74.4 8,733,964 74.0 



３ 【対処すべき課題】 

当中間会計期間において、当社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じた課題はありま

せん。 

  

  

４ 【経営上の重要な契約等】 

特記すべき事項はありません。 

  

  

５ 【研究開発活動】 

当社は、当社主力製品であるチルド食品や即席麺等の麺類、液体調味食品・粉粒体食品の商品群に関連する新製
品の開発を行っております。 
現在、研究スタッフは14名であり、研究開発費は92百万円であります。 

(1) 麺類 
即席麺類(袋麺・カップ麺)、チルド食品の製麺プロセスを中心に麺質の改良、保存性の向上をテーマに開発を行
っております。 

(2) 調味料 
調味料開発としては以下の３種に大別されます。 
a) 上記麺類の開発に伴う添付調味料の開発であり、主に、めん類スープ、つゆとして地域性、独自性を主眼に

おいた味の開発を行っております。 
b) 液体調味食品としてスープ、つゆ、たれ類及び業務用液体調味料の開発を行っております。現在は、乳化装

置を利用した商品開発など多種多様な液体調味料の開発に取り組んでおります。 
c) 粉粒体食品として粉体、顆粒両形状のスープ、調味料の味の開発及び顆粒造粒技術の研究開発を行っており

ます。固形スープ調味料に関しても味の開発から固形化技術に至るまで幅広い研究開発を行っております。 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  



第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

当中間会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

２ 【設備の新設、除却等の計画】 

当中間会計期間において、前事業年度末に計画した重要な設備の拡充、改修について完了したものは次のとおりで

あります。 

 本社工場の液体調味食品製造設備については、平成18年９月に完了し、操業を開始しております。 

また、当中間会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありませ

ん。 

  

  



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

  

② 【発行済株式】 

  

  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

種類 発行可能株式総数(株) 

普通株式 35,000,000 

計 35,000,000 

種類 
中間会計期間末 
現在発行数(株) 
(平成18年９月30日) 

提出日現在
発行数(株) 

(平成18年12月14日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容 

普通株式 8,832,311 8,832,311

東京証券取引所
(市場第二部) 
名古屋証券取引所 
(市場第二部) 

－ 

計 8,832,311 8,832,311 － － 



(3) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

  

(4) 【大株主の状況】 

平成18年９月30日現在 

(注) 上記所有株式のうち、信託業務に係るものは以下のとおりであります。 

 日本トラステイ・サービス信託銀行株式会社         383千株 

 日本マスタートラスト信託銀行株式会社             278 〃 

  

  

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
(千株) 

発行済株式
総数残高 
(千株) 

資本金増減額
  

(千円) 

資本金残高
  

(千円) 

資本準備金 
増減額 
(千円) 

資本準備金
残高 
(千円) 

平成18年９月30日 ― 8,832 ― 1,160,655 ― 1,160,652

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株) 

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％) 

東洋水産株式会社 東京都港区港南２丁目13－40 3,533 40.01 

日本トラステイ・サービス信託
銀行株式会社（信託口） 

東京都中央区晴海１丁目８番11号 383 4.34 

日本マスタートラスト信託銀行
株式会社（信託口） 

東京都港区浜松町２丁目11番３号 278 3.15 

ビー エヌ ピー パリバ セキュ
リティーズ サービス ルクセン
ブルグ ジャスデック セキュリ
ティーズ 
(常任代理人 香港上海銀行東
京支店) 

23 ＡＶＥＮＵＥ ＤＥ ＬＡ ＰＯＲ
ＴＥ ＮＥＵＶＥ Ｌ―2085 ＬＵＸＥ
ＭＢＯＵＲＧ 
(東京都中央区日本橋３丁目11番１号) 

261 2.96 

ノーザン トラスト カンパニ
ー（エイブイエフシー）アカウ
ント ノン トリーテイー 
(常任代理人 香港上海銀行東
京支店) 

50 ＢＡＮＫ ＳＴＲＥＥＴ ＣＡＮＡ
ＲＹ ＷＨＡＲＴ ＬＯＮＤＯＮ Ｅ14
５ＮＴ ＵＫ 
(東京都中央区日本橋３丁目11番１号) 

208 2.35 

モルガン・スタンレーアンドカ
ンパニーインク 
(常任代理人 モルガン・スタ
ンレー証券株式会社) 

1585 ＢＲＯＡＤＷＡＹ ＮＥＷ ＹＯ
ＲＫ．ＮＥＷ ＹＯＲＫ10036．Ｕ.Ｓ.
Ａ. 
(東京都渋谷区恵比寿４－20－３恵比寿
ガーデンプレイスタワー) 

201 2.27 

あいおい損害保険株式会社 東京都渋谷区恵比寿１丁目28番１号 186 2.10 

株式会社損害保険ジャパン 東京都新宿区西新宿１丁目26－１ 165 1.86 

ゴールドマン・サツクス・イン
ターナショナル 
（常任代理人 ゴールドマン・
サツクス証券会社東京支店） 

133 ＦＬＥＥＴ ＳＴＲＥＥＴ ＬＯ
ＮＤＯＮ ＢＣ４Ａ ２ＢＢ,Ｕ．Ｋ 
（東京都港区六本木６丁目10番１号六本
木ヒルズ森タワー） 

133 1.51 

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内２丁目７番１号 101 1.14 

計 ― 5,452 61.73 



(5) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成18年９月30日現在 

  

  

② 【自己株式等】 

平成18年９月30日現在 

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) 
（自己保有株式） 
普通株式      47,100 

― ― 

完全議決権株式(その他) 普通株式   8,771,000 87,710 ― 

単元未満株式 普通株式      14,211 ― ― 

発行済株式総数 8,832,311 ― ― 

総株主の議決権 ― 87,710 ― 

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義
所有株式数 
(株) 

他人名義
所有株式数 
(株) 

所有株式数
の合計 
(株) 

発行済株式総数
に対する所有 
株式数の割合(％)

（自己保有株式） 
ユタカフーズ株式会社 

愛知県知多郡武豊町 
字川脇34番地の１ 

47,100 ― 47,100 0.5

計 ― 47,100 ― 47,100 0.5



２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

  

(注) 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第二部におけるものであります。 

  

３ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

  

月別 平成18年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高(円) 2,080 2,040 1,999 2,000 2,005 1,880

最低(円) 1,901 1,875 1,800 1,896 1,860 1,811



第５ 【経理の状況】 

１ 中間財務諸表の作成方法について 

当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵省令第38号。以

下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

なお、前中間会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)は、改正前の中間財務諸表等規則に基づき、

当中間会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて作成して

おります。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)及

び当中間会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)の中間財務諸表について、監査法人朝見会計事務所

により中間監査を受けております。 

  

３ 中間連結財務諸表について 

「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成11年大蔵省令第24号)第５条第２項により、当

社では、子会社の資産、売上高等から見て、当企業集団の財政状態及び経営成績に関する合理的な判断を誤らせない

程度に重要性が乏しいものとして、中間連結財務諸表は作成しておりません。 

なお、資産基準、売上高基準、利益基準及び利益剰余金基準による割合は次のとおりであります。 

※会社間項目の消去後の数値により算出しております。 

  

資産基準 1.7％

売上高基準 1.2％

利益基準 2.6％

利益剰余金基準 0.2％



１ 【中間連結財務諸表等】 

(1) 【中間連結財務諸表】 

該当事項はありません。 

  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  



２ 【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

  

  

    前中間会計期間末 

(平成17年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成18年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成18年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(千円) 構成比

(％) 金額(千円)
構成比
(％) 金額(千円) 構成比

(％) 

(資産の部)          

Ⅰ 流動資産          

現金及び預金   2,085,701   2,138,963 2,129,248   

受取手形 ※３ 35,510   49,486 21,083   

売掛金   2,175,163   2,354,114 2,378,689   

親会社株式   －   2,259,881 －   

たな卸資産   610,934   621,748 617,779   

繰延税金資産   96,305   － 103,971   

関係会社短期貸付金   2,200,000   2,900,000 2,400,000   

その他   64,085   71,315 43,879   

貸倒引当金   △4,462   △5,365 △4,840   

流動資産合計    7,263,238 45.0 10,390,143 58.9   7,689,811 46.0

Ⅱ 固定資産          

１ 有形固定資産 ※１        

建物   2,917,503   2,798,582 2,889,243   

機械及び装置   2,044,207   2,185,450 2,341,212   

土地   813,475   813,475 813,475   

建設仮勘定   87,249   49,124 －   

その他   267,677   241,310 254,020   

有形固定資産合計   6,130,112   6,087,942 6,297,952   

２ 無形固定資産   24,578   18,086 21,240   

３ 投資その他の資産          

投資有価証券   891,917   764,019 1,028,849   

関係会社株式   1,668,172   48,464 1,549,168   

繰延税金資産   －   197,716 －   

その他   150,914   128,592 143,198   

貸倒引当金   △1,677   △477 △777   

投資その他の資産 
合計   2,709,326   1,138,316 2,720,438   

固定資産合計    8,864,017 55.0 7,244,345 41.1   9,039,631 54.0

資産合計    16,127,256 100.0 17,634,488 100.0   16,729,442 100.0



  

  

    前中間会計期間末 

(平成17年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成18年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成18年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(千円) 構成比

(％) 金額(千円)
構成比
(％) 金額(千円) 構成比

(％) 

(負債の部)          

Ⅰ 流動負債          

支払手形   25,506   39,033 54,202   

買掛金   1,651,601   1,611,399 1,786,486   

未払法人税等   441,000   435,000 505,000   

繰延税金負債   －   474,991 －   

賞与引当金   115,134   119,457 113,652   

その他   533,383   385,227 356,097   

流動負債合計    2,766,626 17.2 3,065,110 17.4   2,815,438 16.8

Ⅱ 固定負債          

繰延税金負債   173,912   － 180,690   

退職給付引当金   653,557   625,800 648,252   

役員退職慰労引当金   76,213   91,229 81,063   

固定負債合計    903,683 5.6 717,030 4.0   910,006 5.5

負債合計    3,670,309 22.8 3,782,140 21.4   3,725,445 22.3

(資本の部)          

Ⅰ 資本金    1,160,655 7.2 － －   1,160,655 6.9

Ⅱ 資本剰余金          

資本準備金   1,160,652   － 1,160,652   

資本剰余金合計    1,160,652 7.2 － －   1,160,652 6.9

Ⅲ 利益剰余金          

利益準備金   167,331   － 167,331   

任意積立金   8,420,000   － 8,420,000   

中間(当期)未処分利益   869,783   － 1,412,341   

利益剰余金合計    9,457,115 58.6 － －   9,999,672 59.8

Ⅳ その他有価証券評価 
  差額金    731,783 4.5 － －   742,667 4.4

Ⅴ 自己株式    △53,260 △0.3 － －   △59,650 △0.3

資本合計    12,456,946 77.2 － －   13,003,997 77.7

負債・資本合計    16,127,256 100.0 － －   16,729,442 100.0



  

  

    前中間会計期間末 

(平成17年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成18年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成18年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(千円) 構成比

(％) 金額(千円)
構成比
(％) 金額(千円) 構成比

(％) 

(純資産の部)          

Ⅰ 株主資本          

  資本金    － － 1,160,655 6.6   － －

  資本剰余金          

  資本準備金   －   1,160,652 －   

資本剰余金合計    － － 1,160,652 6.6   － －

  利益剰余金          

  利益準備金   －   167,331 －   

  その他利益剰余金          

 別途積立金   －   9,520,000 －   

 繰越利益剰余金   －   873,900 －   

利益剰余金合計    － － 10,561,231 59.9   － －

  自己株式    － － △60,204 △0.4   － －

株主資本合計    － － 12,822,334 72.7   － －

Ⅱ 評価・換算差額等          

  その他有価証券 
  評価差額金    － － 1,030,012 5.9   － －

評価・換算差額等 
合計    － － 1,030,012 5.9   － －

純資産合計    － － 13,852,347 78.6   － －

負債純資産合計    － － 17,634,488 100.0   － －

           



② 【中間損益計算書】 

  

  

    
前中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度の 
要約損益計算書 

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(千円) 百分比

(％) 金額(千円)
百分比
(％) 金額(千円) 百分比

(％) 

Ⅰ 売上高    11,469,837 100.0 11,803,409 100.0   23,811,282 100.0

Ⅱ 売上原価    10,060,343 87.7 10,369,783 87.9   20,935,390 87.9

売上総利益    1,409,494 12.3 1,433,626 12.1   2,875,891 12.1

Ⅲ 販売費及び一般管理費    405,795 3.5 420,384 3.5   827,231 3.5

営業利益    1,003,699 8.8 1,013,242 8.6   2,048,660 8.6

Ⅳ 営業外収益 ※１  47,016 0.4 55,833 0.4   76,310 0.3

Ⅴ 営業外費用    5,301 0.1 1,613 0.0   9,320 0.0

経常利益    1,045,414 9.1 1,067,461 9.0   2,115,650 8.9

Ⅵ 特別利益 ※２  990 0.0 48,234 0.4   2,123 0.0

Ⅶ 特別損失    2,403 0.0 21,428 0.1   27,232 0.1

税引前中間(当期) 
純利益    1,044,002 9.1 1,094,267 9.3   2,090,541 8.8

法人税、住民税 
及び事業税   419,884   423,205 844,088   

法人税等調整額   △7,482 412,402 3.6 9,869 433,074 3.7 △15,593 828,495 3.5

中間(当期)純利益    631,600 5.5 661,193 5.6   1,262,046 5.3

前期繰越利益    238,183 －   238,183 

中間配当額    － －   87,888 

中間(当期)未処分利益    869,783 －   1,412,341 



③ 【中間株主資本等変動計算書】 

当中間会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 
  

  
  

(注) 平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

  

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 
株主資本 

合計 資本準備金 
資本剰余金

合計 
利益

準備金 

その他利益剰余金 
利益剰余金合

計 
別途積立金 繰越利益

剰余金 

平成18年３月31日残高(千円) 1,160,655 1,160,652 1,160,652 167,331 8,420,000 1,412,341 9,999,672 △59,650 12,261,330

中間会計期間中の変動額            

 別途積立金の積立 

 (注) 
     1,100,000 △1,100,000 －  －

 剰余金の配当(注)       △87,854 △87,854  △87,854

 役員賞与(注)       △11,780 △11,780  △11,780

 中間純利益       661,193 661,193  661,193

 自己株式の取得          △553 △553

株主資本以外の項目の中間
会計期間中の変動額(純額)            

中間会計期間中の変動額合計

(千円) 
－ － － － 1,100,000 △538,441 561,558 △553 561,004

平成18年９月30日残高(千円) 1,160,655 1,160,652 1,160,652 167,331 9,520,000 873,900 10,561,231 △60,204 12,822,334

  
評価・換算差額等 

純資産合計 
その他有価証券
評価差額金 

評価・換算 
差額等合計 

平成18年３月31日残高

(千円) 
742,667 742,667 13,003,997 

中間会計期間中の変動

額 
      

 別途積立金の積立 

 (注) 
    － 

 剰余金の配当(注)     △87,854 

 役員賞与(注)      △11,780 

 中間純利益     661,193 

 自己株式の取得     △553 

株主資本以外の項目
の中間会計期間中の
変動額(純額) 

287,345 287,345 287,345 

中間会計期間中の変動

額合計(千円) 
287,345 287,345 848,350 

平成18年９月30日残高

(千円) 
1,030,012 1,030,012 13,852,347 



④ 【中間キャッシュ・フロー計算書】 

  

  
  

   
前中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日)

前事業年度の 
要約キャッシュ・ 
フロー計算書 

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日)

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 金額(千円) 金額(千円) 

Ⅰ 営業活動による 
キャッシュ・フロー 

  

１ 税引前中間(当期)純利益  1,044,002 1,094,267 2,090,541

２ 減価償却費  345,838 373,322 765,557

３ ゴルフ会員権売却損  ― ― 566

４ 貸倒引当金の増加額 
(△減少額) 

 △93 225 △614

５ 賞与引当金の増加額 
(△減少額) 

 △3,509 5,805 △4,991

６ 退職給付引当金の減少額  △9,438 △22,451 △14,742

７ 役員退職慰労引当金の 
増加額(△減少額) 

 △4,516 10,165 333

８ 投資有価証券売却益  △215 ― △1,426

９ 有形固定資産売却益  △681 ― △681

10 天然ガス化推進補助金  ― △48,234 ―

11 有形固定資産売却損  ― ― 217

12 有形固定資産除却損  2,403 21,428 26,448

13 受取利息及び受取配当金  △31,244 △41,279 △38,099

14 役員賞与金の支払額  △14,200 △11,780 △14,200

15 売上債権の減少額 
(△増加額) 

 194,964 △3,828 5,864

16 たな卸資産の増加額  △32,559 △3,968 △39,404

17 仕入債務の増加額 
(△減少額) 

 △144,038 △190,255 19,542

18 未払消費税等の増加額 
(△減少額) 

 △7,592 30,751 △17,025

19 長期前払費用の減少額  4,104 4,103 7,868

20 その他の流動資産の減少額 
(△増加額) 

 △12,206 △26,605 8,164

21 その他の流動負債の増加額 
(△減少額) 

 30,042 △21,771 24,034

小計  1,361,059 1,169,895 2,817,950

22 利息及び配当金の受取額  31,128 40,449 37,819

23 法人税等の支払額  △286,565 △482,007 △658,069

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

 1,105,622 728,337 2,197,700



  

  

    
前中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日)

前事業年度の 
要約キャッシュ・ 
フロー計算書 

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日)

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 金額(千円) 金額(千円) 

Ⅱ 投資活動による 
キャッシュ・フロー 

  

１ 定期預金の預入による支出  △196,000 △196,000 △384,000

２ 定期預金の払戻による収入  136,000 136,000 384,000

３ 有形固定資産の取得による 
支出 

 △228,533 △171,886 △986,902

４ 有形固定資産の売却による 
収入 

 1,006 ― 1,134

５ 天然ガス化推進補助金収入  ― 48,234 ―

６ 無形固定資産の取得による 
支出 

 ― △630 △430

７ 投資有価証券の売却による 
収入 

 397 ― 1,787

８ その他投資等の取得による 
支出 

 △1,046 △7,302 △6,998

９ その他投資等の売却による 
収入 

 1,057 1,490 10,394

10 貸付による支出  △400,000 △500,000 △600,000

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

 △687,119 △690,094 △1,581,014

Ⅲ 財務活動による 
キャッシュ・フロー 

  

１ 配当金の支払額  △96,281 △87,974 △184,526

２ 自己株式の売買による収入 
(△支出) 

 △11,631 △553 △18,021

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

 △107,912 △88,528 △202,548

Ⅳ 現金及び現金同等物の増加額 
  (△減少額) 

 310,590 △50,285 414,137

Ⅴ 現金及び現金同等物の 
期首残高 

 1,481,111 1,895,248 1,481,111

Ⅵ 現金及び現金同等物の 
中間期末(期末)残高 

※ 1,791,701 1,844,963 1,895,248



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

  

項目 
前中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１ 資産の評価基準及

び評価方法 

(1) たな卸資産 

総平均法による原価法 

(2) 有価証券 

子会社株式及び関連会

社株式 

   移動平均法による原 

価法 

その他有価証券 

時価のあるもの 

中間期末日の市場

価格等に基づく時価

法 

(評価差額は全部資

本直入法により処理

し、売却原価は移動

平均法により算定) 

  

時価のないもの 

    移動平均法による

原価法 

(1) たな卸資産 

同左 

(2) 有価証券 

子会社株式及び関連会

社株式 

同左 

  

その他有価証券 

時価のあるもの 

中間期末日の市場

価格等に基づく時価

法 

(評価差額は全部純

資産直入法により処

理し、売却原価は移

動平均法により算

定) 

時価のないもの 

同左 

  

(1) たな卸資産 

同左 

(2) 有価証券 

子会社株式及び関連会

社株式 

同左 

  

その他有価証券 

時価のあるもの 

期末日の市場価格

等に基づく時価法 

(評価差額は全部資

本直入法により処理

し、売却原価は移動

平均法により算定) 

  

  

時価のないもの 

同左 

  

２ 固定資産の減価償

却の方法 

(1) 有形固定資産 

定率法 

ただし、平成13年４月

１日以降取得した建物

(建物附属設備は除く)に

ついては定額法 

なお、耐用年数及び残

存価額については、法人

税法に規定する方法と同

一の基準によっておりま

す。 

(1) 有形固定資産 

同左 

(1) 有形固定資産 

同左 

  (2) 無形固定資産 

定額法 

なお、自社利用のソフ

トウェアについては、社

内における利用可能期間

(５年)に基づく定額法 

(2) 無形固定資産 

同左 

(2) 無形固定資産 

同左 

３ 引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損

失に備えるため、一般債

権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等

特定の債権については個

別に回収可能性を勘案

し、回収不能見込額を計

上することとしておりま

す。 

(1) 貸倒引当金 

同左 

(1) 貸倒引当金 

同左 

  (2) 賞与引当金 

従業員に対する賞与支

給に備えるため、賞与支

給見込額の当中間会計期

間負担額を計上しており

ます。 

(2) 賞与引当金 

同左 

(2) 賞与引当金 

従業員に対する賞与支

給に備えるため、賞与支

給見込額の当期負担額を

計上しております。 



  

  

項目 
前中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

  (3) 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備

えるため、当事業年度末

における退職給付債務及

び年金資産の見込額に基

づき、当中間会計期間末

において発生していると

認められる額を計上して

おります。 

過去勤務債務は、その

発生時の従業員の平均残

存勤務期間以内の一定の

年数（10年）による定額

法により費用処理してお

ります。 

数理計算上の差異につ

いては、各期の発生時に

おける従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年

数(10年)による定額法に

より按分した額をそれぞ

れ発生の翌期より費用処

理しております。 

(3) 退職給付引当金 

同左 

(3) 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備

えるため、当事業年度末

における退職給付債務及

び年金資産の見込額に基

づき、当事業年度末にお

いて発生していると認め

られる額を計上しており

ます。 

過去勤務債務は、その

発生時の従業員の平均残

存勤務期間以内の一定の

年数（10年）による定額

法により費用処理してお

ります。 

数理計算上の差異につ

いては、各期の発生時に

おける従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年

数(10年)による定額法に

より按分した額をそれぞ

れ発生の翌期より費用処

理しております。 

  (4) 役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支

出に備えるため、内規に

基づく中間期末要支給額

を計上しております。 

(4) 役員退職慰労引当金 

同左 

(4) 役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支

出に備えるため、内規に

基づく期末要支給額を計

上しております。 



  

  

項目 
前中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

４ リース取引の処理

方法 

リース物件の所有権が借

主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・

リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によって

おります。 

同左 同左 

５ 中間キャッシュ・

フロー計算書(キ

ャッシュ・フロー

計算書)における

資金の範囲 

中間キャッシュ・フロー

計算書における資金(現金

及び現金同等物)は、手許

現金、随時引き出し可能な

預金及び取得日から３ヶ月

以内に満期の到来する定期

預金からなっております。 

同左 キャッシュ・フロー計算

書における資金(現金及び

現金同等物)は、手許現

金、随時引き出し可能な預

金及び取得日から３ヶ月以

内に満期の到来する定期預

金からなっております。 

６ その他中間財務諸

表(財務諸表)作成

のための基本とな

る重要な事項 

消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の

会計処理は税抜方式を採用

しております。 

なお、仮払消費税等と仮

受消費税等は相殺のうえ、

流動負債の「その他」に含

めて表示しております。 

消費税等の会計処理 

同左 

消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の

会計処理は税抜方式を採用

しております。 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

  
  

  

表示方法の変更 

  
  

  

  

  

  

前中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

――――― 

  

（貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準） 

 当中間会計期間より「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基

準」(企業会計基準第５号 平成17

年12月９日)及び「貸借対照表の純

資産の部の表示に関する会計基準等

の適用指針」(企業会計基準適用指

針第８号 平成17年12月９日)を適

用しております。 

 これまでの資本の部の合計に相当

する金額は、13,852,347千円であり

ます。 

 なお、当中間会計期間における中

間貸借対照表の純資産の部について

は、中間財務諸表等規則の改正に伴

い、改正後の中間財務諸表等規則に

より作成しております。 

――――― 

  

前中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

「関係会社短期貸付金」は、前中間会計期間まで「株

主に対する短期債権」として表示しておりましたが、

内容をより明瞭に表示するために科目名の変更を行っ

ております。 

――――― 

  



注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

  

  

(中間損益計算書関係) 

  

  

項目 
前中間会計期間末 
(平成17年９月30日) 

当中間会計期間末
(平成18年９月30日) 

前事業年度末 
(平成18年３月31日) 

※１ 有形固定資産の

減価償却累計額 

  

8,902,351千円 

  

9,307,665千円 

  

9,139,114千円 

２ 偶発債務 

  

 青島味豊調味食品有限公

司の金融機関からの借入金

(77,162千円)に対して、債

務保証を行っております。 

 青島味豊調味食品有限公

司の金融機関からの借入金

(57,771千円)に対して、債

務保証を行っております。 

青島味豊調味食品有限公

司の金融機関からの借入金

(80,271千円)に対して、債

務保証を行っております。 

※３ 中間期末日(期

末日)満期手形 

――――― 

  

中間期末日満期手形の会
計処理は、手形交換日をも
って決済処理しておりま
す。 
なお、当中間会計期間の
末日は、金融機関の休日で
あったため、次の中間期末
日満期手形が中間期末残高
に含まれております。 
受取手形 22,044千円

――――― 

  

項目 
前中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

※１ 営業外収益で重

要なもの 

      

受取利息 4,546千円 8,201千円 9,923千円 

受取配当金 26,697 33,078 28,176 

賃貸収入 2,344 2,312 4,820 

※２ 特別利益で重要

なもの 
      

天然ガス化推

進補助金 
－千円 48,234千円 －千円 

 ３ 減価償却実施額       

有形固定資産 

無形固定資産 

342,060千円 

3,778 

369,538千円 

3,784 

758,011千円 

7,545 



(中間株主資本等変動計算書関係) 

当中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

１ 発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加292株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 

  
  

２ 配当に関する事項 

 (1) 配当金支払額 

  

 (2) 基準日が当中間会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が中間会計期間末後となるもの 

  

  

(中間キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

  

  前事業年度末株式数 

(株) 

当中間会計期間増加 

株式数(株) 

当中間会計期間減少 

株式数(株) 

当中間会計期間末 

株式数(株) 

発行済株式         

普通株式 8,832,311 ― ― 8,832,311 

合計 8,832,311 ― ― 8,832,311 

自己株式         

普通株式 (注) 46,853 292 ― 47,145 

合計 46,853 292 ― 47,145 

決議 株式の種類 
配当金の総額
（千円） 

１株当たり配当額
（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年６月28日 
定時株主総会 

普通株式 87,854 10.00 平成18年３月31日 平成18年6月28日 

決議 株式の種類 
配当金の総額 
（千円） 

配当の原資 
１株当たり
配当額(円) 

基準日 効力発生日 

平成18年11月９日 普通株式 87,851 利益剰余金 10.00 平成18年９月30日 平成18年12月４日

前中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

※ 現金及び現金同等物の中間期末

残高と中間貸借対照表に掲記され

ている科目の金額との関係 

※ 現金及び現金同等物の中間期末

残高と中間貸借対照表に掲記され

ている科目の金額との関係 

※ 現金及び現金同等物の期末残高

と貸借対照表に掲記されている科

目の金額との関係 

現金及び預金勘定 2,085,701千円

預入期間が３か月を 
超える定期預金 

△294,000 

現金及び現金同等物 1,791,701 

現金及び預金勘定 2,138,963千円

預入期間が３か月を
超える定期預金 

△294,000

現金及び現金同等物 1,844,963

現金及び預金勘定 2,129,248千円

預入期間が３か月を 
超える定期預金 

△234,000 

現金及び現金同等物 1,895,248 



(リース取引関係) 

  

  

前中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引（借主側） 

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間期

末残高相当額 

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引（借主側） 

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間期

末残高相当額 

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引（借主側） 

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末残

高相当額 

  
工具器具及び
備品(千円) 

取得価額相当額  81,012  
減価償却累計額 
相当額 

 30,652  

中間期末残高 
相当額 

 50,359  

  
工具器具及び
備品(千円) 

取得価額相当額 71,298
減価償却累計額
相当額 

35,359

中間期末残高
相当額 

35,938

工具器具及び 
備品(千円) 

取得価額相当額  71,298  
減価償却累計額
相当額 

 28,230  

期末残高相当額  43,067  

 なお、取得価額相当額は、未経過

リース料中間期末残高が有形固定資

産の中間期末残高等に占める割合が

低いため「支払利子込み法」により

算定しております。 

同左  なお、取得価額相当額は、未経過

リース料期末残高が有形固定資産の

期末残高等に占める割合が低いため

「支払利子込み法」により算定して

おります。 

② 未経過リース料中間期末残高相

当額 

② 未経過リース料中間期末残高相

当額 

② 未経過リース料期末残高相当額 

 １年以内 14,421千円

 １年超 35,938 

 合計 50,359 

 １年以内 14,110千円

 １年超 21,827

 合計 35,938

１年以内 14,259千円

１年超 28,808 

合計 43,067 

 なお、未経過リース料中間期末残

高相当額は、未経過リース料中間期

末残高が有形固定資産の中間期末残

高等に占める割合が低いため「支払

利子込み法」により算定しておりま

す。 

同左  なお、未経過リース料期末残高相

当額は、未経過リース料期末残高が

有形固定資産の期末残高等に占める

割合が低いため「支払利子込み法」

により算定しております。 

③ 支払リース料及び減価償却費相

当額 

支払リース料 8,101千円

減価償却費相当額 8,101 

③ 支払リース料及び減価償却費相

当額 

支払リース料 7,129千円

減価償却費相当額 7,129

③ 支払リース料及び減価償却費相

当額 

支払リース料 15,392千円

減価償却費相当額 15,392 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし残存

価額を零とする定額法によってお

ります。 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 



(有価証券関係) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

  

２ 時価評価されていない主な有価証券 

  

  

区分 

前中間会計期間末
(平成17年９月30日) 

当中間会計期間末
(平成18年９月30日) 

前事業年度末 
(平成18年３月31日) 

取得原価 
(千円) 

中間貸借対
照表計上額 
(千円) 

差額 
(千円) 

取得原価
(千円) 

中間貸借対
照表計上額
(千円) 

差額
(千円) 

取得原価
(千円) 

貸借対照表
計上額 
(千円) 

差額 
(千円) 

株式 1,174,819 2,392,226 1,217,406 1,306,140 3,019,687 1,713,546 1,174,640 2,410,153 1,235,513

債券 － － － － － － － － －

その他 － － － － － － － － －

計 1,174,819 2,392,226 1,217,406 1,306,140 3,019,687 1,713,546 1,174,640 2,410,153 1,235,513

区分 

前中間会計期間末
(平成17年９月30日) 

当中間会計期間末
(平成18年９月30日) 

前事業年度末 
(平成18年３月31日) 

中間貸借対照表計上額
(千円) 

中間貸借対照表計上額
(千円) 

貸借対照表計上額 
(千円) 

(1)(子会社株式及び関連会社株式) 32,500 48,464 32,500

(2)(その他有価証券) 
非上場株式 135,363 4,213 

 
135,363 



(デリバティブ取引関係) 

前中間会計期間(自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日) 

当社は、デリバティブ取引を全く利用しておりませんので、該当事項はありません。 

  

当中間会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

当社は、デリバティブ取引を全く利用しておりませんので、該当事項はありません。 

  

前事業年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

当社は、デリバティブ取引を全く利用しておりませんので、該当事項はありません。 

  

(持分法損益等) 

前中間会計期間(自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日) 

利益基準及び利益剰余金基準等からみて重要性の乏しい関連会社であるため、記載を省略しております。 

  

当中間会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

利益基準及び利益剰余金基準等からみて重要性の乏しい関連会社であるため、記載を省略しております。 

  

前事業年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

利益基準及び利益剰余金基準等からみて重要性の乏しい関連会社であるため、記載を省略しております。 

  



(１株当たり情報) 
  

（注）算定上の基礎 

１．１株当たり純資産額 

２．１株当たり中間(当期)純利益 

  

(重要な後発事象) 

   該当事項はありません。 

  

(2) 【その他】 

平成18年11月９日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議しました。 

(注) 平成18年９月30日現在の株主名簿及び実質株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行 

  います。 

前中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１株当たり純資産額 1,417円36銭 １株当たり純資産額 1,576円79銭 １株当たり純資産額   1,478円83銭 

 １株当たり中間純利益  71円83銭  １株当たり中間純利益  75円26銭 １株当たり当期純利益  142円25銭 

なお、潜在株式調整後１株当たり中

間純利益については、潜在株式が存在

しないため記載しておりません。 

なお、潜在株式調整後１株当たり中

間純利益については、潜在株式が存在

しないため記載しておりません。 

なお、潜在株式調整後１株当たり当

期純利益については、潜在株式が存在

しないため記載しておりません。 

項目 
前中間会計期間末
(平成17年９月30日) 

当中間会計期間末
(平成18年９月30日) 

前事業年度末
(平成18年３月31日) 

純資産の部の合計額(千円) ― 13,852,347 ―

純資産の部の合計額から控除す

る金額(千円) 
― ― ―

普通株式に係る中間期末(期末)

の純資産額(千円) 
― 13,852,347 ―

普通株式の発行済株式数(株) ― 8,832,311 ―

普通株式の自己株式数(株) ― 47,145 ―

１株当たり純資産額の算定に用

いられる普通株式の数(株) 
― 8,785,166 ―

項目 
前中間会計期間

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

中間(当期)純利益(千円) 631,600 661,193 1,262,046

普通株主に帰属しない金額(千

円) 
― ― 11,780

（うち利益処分による役員賞与

金） 
― ― 11,780

普通株式に係る中間(当期)純利

益(千円) 
631,600 661,193 1,250,266

期中平均株式数(株) 8,792,604 8,785,333 8,789,488

 ① 中間配当金の総額 87,851千円 

 ② １株当たり中間配当金 10円00銭 

 ③ 支払請求権の効力発生日及び支払開始日 平成18年12月４日 



第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

  

  

(1) 
有価証券報告書 
及びその添付書類 

事業年度 
(第66期) 

自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日 

  
平成18年６月29日 
東海財務局長に提出。 

(2) 臨時報告書 
企業内容等の開示に関する内閣府令第
19条第２項第３号による親会社の異動 

  
平成18年５月15日 
東海財務局長に提出。 



第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。 

  

  



  
独立監査人の中間監査報告書 

  

平成 17年12月14日

ユタカフーズ株式会社 
取 締 役 会  御 中 

  

  

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているユタカ

フーズ株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第66期事業年度の中間会計期間(平成17年４月１日から

平成17年９月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間キャッシュ・フロー

計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から

中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

  

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、ユタカフーズ株式会社の平成17年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間(平成17年４

月１日から平成17年９月30日まで)の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと

認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

  

監 査 法 人   朝 見 会 計 事 務 所 

代表社員 
業務執行社員 

公認会計士  今  井  清  博  ㊞ 

業務執行社員 公認会計士  足  立  仁  史  ㊞ 

  
※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しております。 



  
独立監査人の中間監査報告書 

  

平成 18年12月13日

ユタカフーズ株式会社 
取 締 役 会  御 中 

  

  

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているユタカ

フーズ株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第67期事業年度の中間会計期間(平成18年４月１日から

平成18年９月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書、中間株主資本等変動計算書

及び中間キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査

法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

  

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、ユタカフーズ株式会社の平成18年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間(平成18年４

月１日から平成18年９月30日まで)の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと

認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

  

監 査 法 人   朝 見 会 計 事 務 所 

代表社員 
業務執行社員 

公認会計士  今  井  清  博  ㊞ 

業務執行社員 公認会計士  足  立  仁  史  ㊞ 

  
※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しております。 
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